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2これまでの経緯と本日の内容

◼ 第11回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2018年12月26日）において、以下
の通り、再エネ予測精度向上に係る取り組みが整理された。

✓一般送配電事業者の再エネ予測誤差の削減が効果的に行われているか、広域機関が適正に監視・確認する仕
組みとした上で、なお生じざるを得ない相応の予測誤差が残る場合には、これに対応するための調整力の確保にか
かる費用について、その負担の在り方を検討する。

◼ 第38回本委員会（2019年4月19日）において、以下の通り、具体的な取り組み内容を整理した。

✓一般送配電事業者の再エネ予測精度向上に向けての取り組みについては、本委員会において確認し、好事例を
展開・共有化する。これを広域機関による監視とする。

◼ その後、再エネ予測精度向上のためには、一般送配電事業者が気象会社等から入手している気象情報の精度向
上が必要であることから、気象の専門家を含む関係者で「太陽光発電における出力予測精度の向上に向けた研究
会」を開催し、大外し低減のための技術開発に向けた議論を行ってきた。

◼ 2020年12月の上記研究会において、複数の気象モデルを活用することで、予測の大外しが低減できることが示され、
一般送配電事業者が再エネ予測誤差に対応するための調整力(三次調整力②)に複数の気象モデルを活用するこ
とが提言された。この結果を受け、第56回本委員会(2020年12月18日)にて、一般送配電事業者が目指すべき
水準に複数の気象モデル活用を加え、その達成状況を確認することとし、第65回本委員会(2021年9月22日)に
て、適用状況について報告したところ。

◼ 本日は、複数モデルの導入状況および導入効果の分析について報告する。また、今年度7月から中部エリアにて先
行導入したアンサンブル予報の活用についての報告および他エリアへの展開についてご議論いただきたい。



3（参考）第11回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会

出所）第11回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2018年12月26日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/011_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/011_04_00.pdf


4（参考）第38回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

出所）第38回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年4月19日）資料3-2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_38_03_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_38_03_02.pdf


5（参考）太陽光発電における出力予測精度の向上に向けた勉強会※

出所）第27回電力・ガス基本政策小委員会（2020年7月28日）資料6-1
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/027_06_01.pdf

※2020年度より「太陽光発電における出力予測精度の向上に向けた研究会」に名称変更

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/027_06_01.pdf


6（参考）複数モデルについて

出所）第65回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2021年9月22日）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_65_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_65_05.pdf


7

出所）第56回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2020年12月18日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_56_03r.pdf

（参考）第56回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_56_03r.pdf


8（参考）第65回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

出所）第65回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2021年9月22日）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_65_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_65_05.pdf
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11複数の気象モデルの活用について

◼ これまでの再エネ予測精度向上に向けた取り組みとして、第65回本委員会で報告した通り、三次調整力②の必要
量算出にあたり、複数の気象モデル（以下、「複数モデル」という）を活用し、その導入効果を本委員会でも確認す
ることとしていた。

◼ 複数モデルは、個々の気象予測モデルに存在する不確実性に対し、複数の気象予測モデルを統合することで不確
実性を補う手法であり、再エネ予測の大外し低減が期待できることから、三次調整力②の必要量算出に導入した。
三次②必要量は現状２年間の実績データから算出していることから、過去データに遡って、三次②必要量テーブルの
母集団データを複数モデルを活用したデータに置き換えることで、早期の導入を図った。

◼ 各一般送配電事業者における三次②必要量テーブルへの複数モデルの適用は、2022年4月に全エリアで完了して
いる。

エリア 導入時期

中部・九州 2021年4月

関西・四国 2021年7月

中国 2021年8月

東京・北陸※ 2021年9月

東北 2022年3月

北海道 2022年4月

各エリアにおける複数モデル導入時期

※東京・北陸エリアについては、2021年4月時点より、必要量テーブルにおける一部実績データについて、複数モデルを活用したデータを使用



12複数モデルを活用した三次②必要量テーブルの適用時期について

2021年度 2022年度

北海道

東北

東京

中部

北陸

関西

中国

四国

九州

3ヶ月 (日射量)

気象会社作業（受信形式）電力換算 テーブル作成

2022年4月 （適用済）

2ヶ月（電力）

3~4ヶ月(日射量)

2022年3月 （適用済）

2021年9月（適用済）

適用済

適用済

1ヶ月 (日射量) 2021年7月（適用済）

3~4ヶ月（日射量） 2021年9月（適用済）

4月末

4月末

12月末

4月中

4月末

3ヶ月(日射量) 2021年8月（適用済）
4月末

2~3ヶ月 (日射量) 2021年7月（適用済）
4月末

：適用時期



13（参考）三次調整力②必要量算出における複数モデルの活用について

出所）第65回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2021年9月22日）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_65_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_65_05.pdf
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複数モデル導入に伴う三次②必要量低減効果について

◼ 2021年度の三次調整力②の調達開始後に新たに複数モデルを導入した5エリア※1における、複数モデル導入に伴
う三次②必要量の期中の低減効果試算値は下記の通りである。

◼ エリア毎に必要量低減効果に差は生じるものの、5エリアの合計値としては17%程度の低減効果を試算している。

◼ また、北海道・東北エリアの低減効果については、2022年度の三次②事後検証での確認を予定している。※2

※1 東北は21年度中の導入期間が2週間しかないため対象外とした。
※2  21年度以前の複数モデル導入済エリアについては、22年度必要量算出に使用する21年度データが全て複数モデルに置き換わっており、

従来モデルでの必要量が算出できないため、22年度の複数モデルによる低減効果確認は北海道・東北エリアとなる。

出所）2021年度 需給調整市場 三次調整力②の必要量に係る事後検証の結果の公表をもとに作成
https://www.tdgc.jp/information/2022/07/29_1600.html

・各モデルとも、2019.4～2021.3の母集団データ
に基づくテーブルを使用

・前日予測値は、2020.4～2021.3の値に
2021年度の設備量増加分を補正した値を使用

・各エリア複数モデル導入時期
東京：9月 北陸：9月 関西：７月
中国：8月 四国※：7月

：従来モデル

：従来モデル＋複数モデル

複数モデル導入有無による三次②必要量（試算値） 【億ΔkWh】

5エリア合計：▲17.1%

▲9.4%

▲16.4%

▲24.7%

▲14.5% ▲29.2%

※四国エリアでは、7月中旬に複数モデルを導入したため、
低減効果については、8月からの適用で算定。

https://www.tdgc.jp/information/2022/07/29_1600.html


15（参考）三次調整力②必要量算出について

出所）第28回 需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/files/jukyu_shijyo_28_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/files/jukyu_shijyo_28_04.pdf
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17アンサンブル予報の三次②必要量テーブルへの活用について

◼ 次に2022年7月から中部エリアにて先行導入したアンサンブル予報の活用について報告する。

◼ アンサンブル予報に基づく信頼度予測に係る技術開発については、NEDO事業において2024年度までの4年間の
計画の中で検討されているところ、早期に必要量を低減することを目的とし、既存の気象モデルによるアンサンブル予
報を用いた気象予測の信頼度に応じた必要量の算定方法について、第30回需給調整市場検討小委員会での確
認後、2022年7月より中部エリアに先行的に導入された。

◼ なお、中部エリアへの先行導入に際し、他エリアへの展開については、NEDO事業との連携や気象の専門家を含む関
係者の見解等も踏まえ検討することとされ、2022年12月に「太陽光発電における出力予測精度向上に向けた勉
強会 兼 連絡会(以下、「気象勉強会」という)」を開催したところ。



18アンサンブル予報を活用した三次②必要量算出方法について

◼ アンサンブル予報は、予報のばらつき具合を用いて、気象予測の信頼度を分析する手法である。

◼ 今回中部エリアでは、既存の気象モデルを用い、気象会社にて翌日の日射量予測を信頼度が高い(A)と低い(B)の
二つにランク付けし、信頼度AとBそれぞれ別の三次②必要量テーブルを作成し、使い分けるという手法(以下、「新
手法」という)となる。

出所）第30回 需給調整市場検討小委員会（2022年7月13日）資料2抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_30_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_30_02.pdf


19（参考）アンサンブル予報について

◼ 「アンサンブル（集団）予報」は、数値予報の処理過程（初期値作成、時間積分など）において生じ得る誤差の
要因に対応する、わずかなばらつき（摂動）を加えた複数の予測（アンサンブルメンバー）によって、予測の不確実
性を評価する手法。

◼ アンサンブル予報の予測結果から、メンバーの統計量を計算することで、予測の信頼度や確率情報などが得られる。

台風進路のアンサンブル予報の例

出所）気象庁ＨＰ
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/minkan/koushu190313/shiryou2.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/whitep/1-3-8.html

アンサンブル予報とは

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/minkan/koushu190313/shiryou2.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/whitep/1-3-8.html


20（参考）三次調整力②必要量算出におけるアンサンブル予報の活用方法

出所）第30回 需給調整市場検討小委員会（2022年7月13日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_30_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_30_02.pdf


21（参考）三次②必要量算出におけるアンサンブル予報の活用と展開について

出所）第30回 需給調整市場検討小委員会（2022年7月13日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_30_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_30_02.pdf


22アンサンブル予報の活用による三次②必要量低減効果について

◼ 今回の新手法は、今年度共同調達に参画していない中部エリアにて、2022年7月15日より先行的に導入された。

◼ 導入後（2022年7月～10月）の三次②必要量の低減効果について、従来の必要量テーブルを使用した場合の
必要量とアンサンブル予報を活用した新手法の必要量を比較したところ、全体で約7％の必要量低減効果が確認で
きた。

7月※1 8月 9月 10月 計

従来手法[億ΔkWh] 1.4 3.3 3.7 3.4 11.9

新手法[億ΔkWh] 1.3 3.5 3.4 2.9 11.1

低減率[%] ▲9.6 +5.4 ▲9.4 ▲14.4 ▲6.7

信頼度Aの日数※2 9(8) 17(7) 14(11) 12(10) 52(36)

信頼度Bの日数 8 14 16 19 57

※1  7月分は15日以降の実績
※2  ()は必要量の低減が確認できた日数

中部エリアにおけるアンサンブル予報導入後の必要量変化



23(参考) 2022年度共同調達実施エリアについて

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/files/jukyu_shijyo_28_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/files/jukyu_shijyo_28_04.pdf


24(参考) 8月の必要量がアンサンブル予報導入後増加した要因について

◼ 三次②は、「前日予測値-実績値」の3σ値から「GC予測-実績値」の3σ値を差し引いて算出し、月毎・ブロック毎・
予想出力帯毎の必要量を必要量テーブルにて算出している。

◼ また、今回導入した新手法では、アンサンブル予報が前日予測値に対するものであるところ、信頼度Aの日の場合、
GC予測値・実績値も含め信頼度Aとなった過去データを抽出し、必要量テーブルを作成している。

◼ そのような要因から、8月の必要量テーブルにおいて、「前日予測-実績」の3σ値の変化がほぼない中で、「GC予測-
実績」の3σ値のみ減少しているブロック・出力帯があるため、信頼度Aの日において必要量が増加したと考えられる。

◼ 「GC予測-実績」部分の扱い等については、需給調整市場検討小委員会にて引き続き検討する。



25アンサンブル予報活用の展開について

◼ 前述の通り、中部エリアにて先行導入した既存のアンサンブル予報の活用については、各エリアにおけるデータの分析
と合わせ、NEDO事業との連携や気象の専門家を含む関係者の見解等も踏まえ、検討することされていた。

◼ 12月に開催された気象勉強会において、三次②必要量算出における既存のアンサンブル予報活用の他エリアへの
展開については、エリア規模による差異などの事前検証は必要と考えられるが、今回確認した新手法の有効性も踏
まえ、進めていく方針が確認された。

◼ 以上から、各エリアでの三次②必要量テーブルへの適用が完了次第、広域機関にて事前評価を行った後に日々の
調達に導入することとしてはどうか。

◼ また、必要量テーブルへの反映方法等の運用の詳細等については、需給調整市場検討小委員会にて引き続き検
討することとしたい。

アンサンブル予報の各エリア導入予定



26（参考）太陽光発電における出力予測精度向上に向けた勉強会 兼 連絡会 [2022年12月5日]

◼ 三次調整力②必要量低減に向けた一般送配電事業者の取り組みやNEDO事業における気象予測精度向上の
技術開発について、関係者で情報の共有・連携を行うとともに、有識者等の意見も確認し技術的なブラッシュアップ
を行うことを目的とし、2022年12月5日に 「太陽光発電における出力予測精度の向上に向けた勉強会 兼 連絡
会」 を開催。

◼ 同勉強会では、既存のアンサンブル予報を用いた気象予測信頼度情報を活用した取り組みおよびNEDO事業の
検討状況について報告のうえ意見交換。

◼ 三次調整力②調達量低減に向けた取り組みの検討や先行事例の他エリア展開を進めることおよびNEDO事業の
期間中においても技術開発に関する知見・データ等について一般送配電事業者へ連携していくこと等を確認し、必
要に応じて勉強会等でも確認・連携を進めることとされた。

＜参加者＞（五十音順）

・ 大関 崇 国立研究開発法人産業技術総合研究所 再生可能エネルギー研究センター
太陽光システムチーム 研究チーム長

・ 鈴木 靖 政策研究大学院大学 防災危機管理コース 非常勤講師防災政策研究会
気象防災委員長

・ 新野 宏 東京大学 名誉教授 東京大学大気海洋研究所特任研究員

・ 一般財団法人日本気象協会
・ 関西電力送配電株式会社
・ 気象庁
・ 資源エネルギー庁
・ 新エネルギー・産業技術総合開発機構
・ 送配電網協議会
・ 中部電力パワーグリッド株式会社
・ 電力・ガス取引監視等委員会
・ 電力広域的運営推進機関
・ 東京電力パワーグリッド株式会社

＜議題＞

①中部エリアにおけるアンサンブル予報を活用した
三次②必要量算出手法について

②翌日および翌々日程度先の日射量予測技術
開発の取り組みについて

＜今後の対応＞

・一般送配電事業者における三次②必要量低減に
向けた取り組み、およびNEDO事業における日射量
予測技術の開発を継続的に進める

・必要に応じて勉強会等でも確認・連携を進める



27（参考）気象勉強会での議論状況

出所）太陽光発電における出力予測精度向上に向けた勉強会兼連絡会（2022年12月5日）資料抜粋

＜既存のアンサンブル予報活用についての主なご意見＞

✓ 新手法の横展開についても妥当と考えるが、エリアによってどのような影響があるのか等の分析は必要と考える。特に面積の小さなエリ
アについて、どのような影響があるか等は、事前の気象ベースでの分析が必要と考える。

✓ 有効に必要量が低減されるという事で、他エリアへの展開も期待したい。エリア毎の面積と誤差の関係は過去の研究会でも議論があり、
エリア面積が小さいほうが予測精度が低い傾向にあると思うので、展開する際は事前の検証をお願いしたい。



28（参考）三次②必要量に関する検証プロセスについて

出所）第20回需給調整市場検討小員会（2020年12月11日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/files/jukyu_shijyo_20_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/files/jukyu_shijyo_20_03.pdf
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30今後の取り組みについて

◼ 一般送配電事業者における三次調整力②必要量低減に向けた取り組みについて、今回は複数モデルの適用とアンサ
ンブル予報の活用について報告した。

◼ また、気象予測精度向上に係る技術開発については、NEDO事業において、2024年度までの4年間の計画の中で
引き続き検討が進められているところ。

最終的な技術開発結果が得られるまでの間においても、技術開発に関する知見・データから三次②必要量の低減効
果に係る示唆が得られれば、一般送配電事業者において新たな気象予測技術の実装を図っていくこととしてはどうか。

◼ これらの取り組みについては引き続き気象勉強会等を通じ、確認・連携を進めることでどうか。
また、本委員会でも再エネ予測誤差低減に向けた検討を引き続き進めていくこととしたい。
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